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要　約
　我が国におけるアンチ・ドーピングを巡る法規範は，私法的な規範の一部をなすWADA規定及び JADA
規定を中心としつつも，ドーピングの防止に関する国際規約，スポーツ基本法及びドーピング防止活動推進法
との関係で公法的な位置付けが与えられる。近年は，ドーピング違反への国家的な関与等を背景に，競技者へ
の検体検査を行う伝統的なアンチ・ドーピングの調査では足りず，サポートスタッフ（アントラージュ）をも
対象とするドーピング違反行為への対応のため，アンチ・ドーピングと個人情報保護制度の交錯も問題とな
る。本稿では，アンチ・ドーピングとデータの取扱いに関連する現行法の規定，WADA規定及び JADA規
定をみた上で，アンチ・ドーピングに関するデータの取扱いの具体例を概観する。
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1�．はじめに～アンチ・ドーピングを巡る法規範
の私法性・公法性

　アンチ・ドーピングを巡る法規範は，極めて独特で
ある。アンチ・ドーピングに関して最も参照される規
定 は World Anti-Doping Code（2018 年 4 月 1 日 付
2015 年版，以下，「WADA 規定」という。）であるが，
これはあくまで私法人（スイス民法に基づいて設立さ
れた法人）である世界アンチ・ドーピング機構（World 
Anti-Doping Agency，以下，「WADA」という。）が
定め，公表しているものに過ぎない。WADA は「世
界各国におけるドーピングの根絶と公正なドーピング
防止活動の促進を目的として，国際的なドーピング検

査基準の統一やドーピング違反に対する制裁手続の統
一等を行うための国際的な機関」であり（1），各国は，
実際に国内でアンチ・ドーピング活動を行う中心的な
機関として国内アンチ・ドーピング機関（National 
Anti-Doping Organization，以下，「NADO」という。）
を設置している。日本における NADO は日本アンチ・
ドーピング機構（Japan Anti-Doping Agency，以下，

「JADA」という。）である。NADO は WADA 規定
に従った国内アンチ・ドーピング規定を制定するのが
通常であり（その法的根拠は後述する），JADA も日
本 ア ン チ・ ド ー ピ ン グ 規 定（2018 年 4 月 1 日 付
ver4.0，以下，「JADA 規定」という。）を制定してい
る。そして，JADA 規定も WADA 規定と同じく一公
益財団法人が定め，公表しているものに過ぎない。そ
れでは，WADA 規定や JADA 規定はどのように遵守
されることになるのか。JADA 規定は「本規定」の
項目において「本規程は，日本におけるすべてのス
ポーツ団体の準拠文書である。本規程は，スポーツの
参加条件として，スポーツに参加する人々のためのス
ポーツの規則を設けている。アンチ・ドーピング規則
は，競技規則と同様，スポーツを行う上での条件を規
定するスポーツの規則である。競技者及びその他の人
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は，これらの規則を，スポーツに参加する条件として
受諾する。競技者及びその他の人は，これらの規則を
実施し，必要なプログラムの実行を確保するすべての
スポーツ団体及び関係者とともに，これらの規則に拘
束されることに同意する。」と定める。しかし，「競技
者及びその他の人」は，JADA 規定の署名者ではな
いから，あくまで，「同意」は，「スポーツ団体」に所
属する際に，あるいは「スポーツ団体」のスポーツ競
技への参加の際に，当該スポーツ団体との契約の条件
として提示されるものに過ぎない。議論を先んじれ
ば，定型約款（民法 548 条の 2）の規律を受ける，純
粋に私法的な規範の一部であるといえる（2）。そして，
アンチ・ドーピングの調査が伝統的な検体検査にとど
まる限りは，私法的な規律で足り，それを疑問に思う
機会もあまりなかった。他方で，ドーピング違反その
ものを違法であるとする立法の動き，ドーピング違反
の NADO の調査が行政調査や刑事捜査と交錯する最
近のドーピング違反事案の傾向に鑑みれば，公法的な
側面がクローズアップされる。本稿の主題である

「ドーピングとデータの取扱い」では，特に後者，ア
ンチ・ドーピングを巡る法規範の公法的側面が中心的
な論点となる。直近の立法である，スポーツにおける
ドーピングの防止活動の推進に関する法律（平成 30
年法律第 58 号，以下，「ドーピング防止活動推進法」
という。）には，これに対応した条項があるほか，第
201 回国会（常会）で成立した個人情報の保護に関す
る法律等の一部を改正する法律（以下，「個人情報保
護法改正法」という。）も影響し得る。以下，アンチ・
ドーピングとデータの取扱いに関連する現行法の規
定，WADA 規定及び JADA 規定をみた上で，アン
チ・ドーピングに関するデータの取扱いの具体例を概
観する（3）。

2．現行法の規定
　（1）　ドーピングの防止に関する国際規約
　「ドーピングの防止に関する国際規約」は 2005 年
10 月に，第 33 回ユネスコ総会で採択されたドーピン
グ防止に関する初めての世界的な規約である。我が国
は 2006 年 12 月に締結し，2007 年 2 月に国内発効し
た。同国際規約は，締約国が，国内的及び国際的に
WADA 規定の原則に適合する適当な措置をとるこ
と，競技者保護及びスポーツにおける倫理の保持並び
に研究成果の共有を目的とするあらゆる形態の国際協

力を奨励すること，スポーツにおけるドーピングの防
止に取り組んでいる主要な機関，特に WADA と締約
国との間における国際協力を促進することを求めるこ
と等を規定する（4）。前述のとおり，WADA 規定自体
はスイスの私法人である WADA が定め，公表してい
るだけのものであるから，各国の政府がこれを直接的
に採択することは困難であったが，アンチ・ドーピン
グについては政府の関与がより一層求められるという
認識のもと定められたのが同国際規約である。もっと
も，同国際規約 3 条は，「この規約の目的を達成する
ため，締約国は，次のことを行う。」として，「（a）国
内的及び国際的な規模において規範の原則に適合する
適当な措置をとること。（b）競技者の保護及びスポー
ツにおける倫理の保持並びに研究成果の共有を目的と
するあらゆる形態の国際協力を奨励すること。（c）ス
ポーツにおけるドーピングの防止に取り組んでいる主
要な機関，特に世界ドーピング防止機構と締約国との
間における国際協力を促進すること。」を挙げており，
WADA 規定の実施は「規範の原則に適合する適当な
措置をとる」とされているに過ぎない。そして，我が
国は，当初，規範面での政府の関与としては，文部科
学省が法規範性のない「スポーツにおけるドーピング
の防止に関するガイドライン」（平成 19 年 5 月 9 日文
部科学省スポーツ・青少年局長通知）を制定するにと
どまったのである。かくして，WADA 規定及びこれ
を受けた JADA 規定は国際法上の根拠を有しつつも，
我が国においては私法的な規範に留まるという奇妙な
地位に置かれたのである。

　（2）　スポーツ基本法
　その後，「2007 年（平 19 年）9 月に東京都が正式に
2016 年（平 28 年）オリンピック招致に立候補した」
ことに合わせて，「1964 年開催の東京オリンピックを
控えて 1961 年（昭 36 年）に制定され，約 50 年間大
幅な改正が行われることがなかったスポーツ振興法

（振興法）の見直しが検討されることになった」（5）。こ
うして，スポーツ振興法（昭和 36 年法律第 141 号）（6）

を全部改正して成立したのがスポーツ基本法（平成
23 年法律第 78 号）である。スポーツ基本法 29 条は，

「国は，スポーツにおけるドーピングの防止に関する
国際規約に従ってドーピングの防止活動を実施するた
め，公益財団法人日本アンチ・ドーピング機構（平成
13 年 9 月 16 日に財団法人日本アンチ・ドーピング機
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構という名称で設立された法人をいう。）と連携を図
りつつ，ドーピングの検査，ドーピングの防止に関す
る教育及び啓発その他のドーピングの防止活動の実施
に係る体制の整備，国際的なドーピングの防止に関す
る機関等への支援その他の必要な施策を講ずるものと
する。」として，アンチ・ドーピング活動に法律上の
直接の根拠を与え，JADA を国の連携対象として位
置付けるに至った。

　（3）　ドーピング防止活動推進法
　2016 年にはロシア政府のドーピング違反行為への
関与がスポーツ界を揺るがす事態となり（7），2019 年
のラグビーワールドカップ 2019 日本大会や，2020 年
に予定されていた東京 2020 オリンピック・パラリン
ピック競技大会（8）を見据えた体制整備の中で，我が国
は一層のアンチ・ドーピング活動の充実が必要とな
り，IOC（国際オリンピック委員会），IPC（国際パラ
リンピック委員会），WADA から，アンチ・ドーピ
ングについての法整備も求められた。そこで制定され
たのが，スポーツにおけるドーピングの防止活動の推
進に関する法律（平成 30 年法律第 58 号，以下，「ドー
ピング防止活動推進法」という。）である（9）。なお，
同法は 2016 年 11 月に超党派のスポーツ議員連盟に設
置されたアンチ・ドーピング・ワーキンググループに
おける法制化の検討を経ているが，アンチ・ドーピン
グにおけるデータの取扱いに関する議論としては，
2014 年 10 月以降独立行政法人日本スポーツ振興セン
ター（以下，「JSC」という。）に設置された「アン
チ・ドーピングに係るインテリジェンススキーム構築
に向けた検討チーム」（10）及び，2016 年 1 月以降文部科
学副大臣の下に設置された「アンチ・ドーピング体制
の構築・強化に向けたタスクフォース」（11）での検討が
踏まえられている。
　同法は，「スポーツ基本法（平成 23 年法律第 78 号）
及びスポーツにおけるドーピングの防止に関する国際
規約（以下「国際規約」という。）の趣旨にのっとり，
ドーピング防止活動の推進に関し，基本理念を定め，
国の責務等を明らかにするとともに，基本方針の策定
その他の必要な事項を定めることにより，ドーピング
防止活動に関する施策を総合的に推進し，もってス
ポーツを行う者の心身の健全な発達及びスポーツの発
展に寄与することを目的」としており（1 条），「国際
競技大会等出場スポーツ選手は，不正の目的をもっ

て，自己のためにスポーツにおけるドーピングを行
い，又は他の国際競技大会等出場スポーツ選手のため
にスポーツにおけるドーピングを行い，若しくは助け
てはならない。」（4 条 1 項），「国際競技大会等出場ス
ポーツ選手に対して指導又は訓練を行う者，国際競技
大会等出場スポーツ選手が属するチームの業務に従事
する者，国際競技大会等出場スポーツ選手に対して医
療を提供する医師その他の国際競技大会等出場スポー
ツ選手の支援を行う者は，不正の目的をもって，国際
競技大会等出場スポーツ選手のためにスポーツにおけ
るドーピングを行い，又は助けてはならない。」（4 条
2 項）として，「国際競技大会等出場スポーツ選手」
及びその監督，コーチ，スタッフ等（アントラージュ
と呼ばれる）におけるドーピング行為は，違法行為で
あるとされた。ただし，刑事罰等を伴うものではな
く，「国際競技大会等出場スポーツ選手」においては
違法となるために「不正の目的」が必要とされる。こ
の点は WADA 規定や JADA 規定において「うっか
りドーピング」もドーピング行為の内容からは除外さ
れていないこととは異なる。このように，対象の限
定，主観面の限定があり，具体的なサンクションは伴
わないものの，ドーピング行為は法令上違法とされる
に至った。
　さらに，同法はアンチ・ドーピングに関する情報の
共有について，「国は，我が国における国際競技大会
等の開催が円滑になされるよう，国の行政機関，セン
ター（筆者注：独立行政法人日本スポーツ振興セン
ター），日本アンチ・ドーピング機構及び国際的なス
ポーツにおけるドーピングの防止に関する機関の間に
おけるスポーツにおけるドーピングに関する情報の共
有を図るために必要な施策を講ずるものとする。」（15
条 1 項），「文部科学大臣は，この法律の目的を達成す
るため必要があると認めるときは，関係行政機関の長
に対し，資料又は情報の提供その他の必要な協力を求
めることができる。」（15 条 2 項）という具体的な条
項を備えるに至った。ここでの「国際的なスポーツに
おけるドーピングの防止に関する機関」は，WADA，
JOC，JPC が想定されているとされる（12）。
　本条項については，「ドーピング防止活動に関する
施策を総合的に推進するための基本的な方針」（11 条
1 項，最新版は平成 31 年 3 月文部科学大臣決定）が
さらに詳細な運用を定めており，その内容は以下のと
おりである。
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第 2．ドーピング防止活動の推進に関する基本的事項
4　スポーツにおけるドーピングに関する情報等
　ドーピング防止活動推進法第 2 条第 3 項のスポー
ツにおけるドーピングに該当する行為には，ドーピ
ングの検査だけでは捕捉できない行為が含まれ，こ
のような行為の防止を図る上では国内外の関係機関
間の情報の共有が重要となる。2015 年（平成 27 年）
1 月に世界アンチ・ドーピング規程が改定され，各
国政府はドーピング防止機関との協力及び情報の共
有並びにドーピング防止機関間のデータ共有のため
に法令，規制，政策又は行政事務手続を定めること
が規定されている。
　（1） 　関係機関間における情報の共有を図るため

の施策
　国際競技大会等の開催が円滑になされるよう，
ドーピング防止活動に関連する情報を扱う国の行政
機関，センター（筆者注：独立行政法人日本スポー
ツ振興センター），JADA 及び WADA 等が情報を
共有できる仕組みを構築することが必要である。
　ただし，情報の共有を行う際には，本人の同意が
ある場合を除き要配慮個人情報を含まないものと
する。
　（2）　関係行政機関の長に対する情報の照会等
　文部科学大臣は，ドーピング防止活動推進法の目
的を達成するために必要があると認めるときに，関
係行政機関の長に対し，資料又は情報の提供その他
の必要な協力（以下「情報の照会等」という。）を
求めることができる。ドーピング防止活動推進法第
15 条第 2 項は，行政機関の保有する個人情報の保
護に関する法律（平成 15 年法律第 58 号）第 8 条第
1 項の「法令に基づく場合」に該当するものである。
　文部科学大臣は，情報の照会等に先立って，関係
行政機関の長と，利用目的，利用する業務の範囲等
について書面を取り交わすものとする。ただし，情
報の照会等を行う際には，本人の同意がある場合を
除き要配慮個人情報を含まないものとする。

　具体的なあてはめはさらに「4．アンチ・ドーピン
グに関するデータの取扱いの具体例」において詳述す
るが，ここでは，二つの点が重要である。まず，15
条 1 項については，「ドーピング防止活動に関連する
情報を扱う国の行政機関，センター（筆者注：独立行

政法人日本スポーツ振興センター），JADA 及び
WADA 等が情報を共有できる仕組みを構築すること
が必要」とするが，それ自体が情報の共有の根拠条文
になるわけではないということである。個人情報保護
関係法制との関係では，それぞれ適用される個人情報
保護法制における取扱い条項に従わなければ，スポー
ツ競技会運営団体，文部科学省（スポーツ庁），JSC，
JADA 及び WADA の間で情報の共有はできない。こ
こで，「それぞれ適用される個人情報保護法制」とい
う点については，個人情報保護法制の基本的な解説が
必要であろう。我が国の個人情報保護法制は，個人情
報の保有主体ごとの完全な縦割り構造になっており，
スポーツ競技会運営団体，JADA 及び WADA 等の民
間事業者（個人情報取扱事業者）には個人情報の保護
に関する法律（平成 15 年法律第 57 号，以下，「個人
情報保護法」という。）が，文部科学省等の行政機関
には行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律

（平成 15 年法律第 58 号，以下，「行政機関個人情報保
護法」という。）が，JSC を含む独立行政法人等には
独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法
律（平成 15 年法律第 59 号，以下，「独立行政法人等
個人情報保護法」）が，地方公共団体には各地方公共
団体の定めた個人情報保護条例が適用される。地方公
共団体（開催地都道府県及び会場地市町村）は国民体
育大会等では主催者であり個人情報の保有者になるこ
とが想定されているものと思われるが（13），「国民体育
大会アンチ・ドーピング活動に関するガイドライン」
によると，「競技会検査（ICT）実施要項及び競技会
外検査（OOCT）実施要項に基づき，ドーピング検査
を実施する。」のは JADA であるとされており，これ
が大会の主催者から委任を受けたものであるのか，
JADA 自身が保有者になるものであるのかについて
は，整理されているようにみられない。仮に地方公共
団体の個人情報保護条例が適用されるとすれば，すべ
ての普通地方公共団体を含む 1700 以上の地方公共団
体は別々の個人情報保護条例が制定されており，個別
の検討が必要になる（14）。「情報を共有できる仕組み」
は，これらの個人情報保護法制の縦割り構造（法規範
の膨大さから 2000 個問題といわれている）を加味し
た上で構築されなければならない。それも，要配慮個
人情報（15）は，法令上は妨げられていないにも拘らず
同意に基づいて共有されなければならないとされてお
り，本人の同意以外に基づく共有スキームは運用レベ
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ルで否定されている。この点についての法的論点は後
述する。
　他方，15 条 2 項の「関係行政機関の長に対する情
報の照会等」に関しては，行政機関個人情報保護法 8
条 1 項の「法令に基づく場合」に該当するとしてい
る。これはつまり，同項に基づく文部科学大臣（実際
はスポーツ庁がその事務を行うことになろう）からの
情報の照会等に応じて関係行政機関が情報を提供する
場合には，行政機関個人情報保護法に違反しないとい
うことである（16）。この場合も，要配慮個人情報の提
供であっても行政機関個人情報保護法 8 条 1 項の文言
上は制約がないにも関わらず提供には同意が必要であ
るとされており，運用レベルで要件が加重されて
いる。

3．WADA規定及び JADA規定
　（1）　WADA規定
　WADA 規定におけるドーピング違反行為の定義
は，以下のとおりである。
① 　競技者の検体に，禁止物質又はその代謝物若しく

はマーカーが存在すること（WADA 規定 2 条 1 項）
② 　競技者が禁止物質若しくは禁止方法を使用するこ

と又はその使用を企てること（同 2 項）
③ 　検体の採取の回避，拒否又は不履行（同 3 項）
④ 　居場所情報関連義務違反（同 4 項）
⑤ 　ドーピング・コントロールの一部に不当な改変を

施し，又は不当な改変を企てること（同 5 項）
⑥ 　禁止物質又は禁止方法を保有すること（同 6 項）
⑦ 　禁止物質若しくは禁止方法の不正取引を実行し，

又は，不正取引を企てること（同 7 項）
⑧ 　競技会（時）において，競技者に対して禁止物質

若しくは禁止方法を投与すること，若しくは投与を
企てること，又は，競技会外において，競技者に対
して競技会外で禁止されている禁止物質若しくは禁
止方法を投与すること，若しくは投与を企てること

（同 8 項）
⑨ 　違反関与（同 9 項）
⑩ 　特定の対象者との関わりの禁止（同 10 項）
　これらのうち，①ないし④の行為は，競技者のみが
対象となっており，特に①の検体検査がドーピング違
反行為の象徴的な行為と捉えられていると思われる。
他方，データの取扱いとの関係では，サポートスタッ
フ（アントラージュ）も対象となっている⑤ないし⑩

の行為がより重要になってくる。国家による組織的関
与などがある場合，禁止物質を使用した，ないしそれ
が疑われる競技者のみについて検体検査で違反を特定
しても問題の解決には至らない。⑨及び⑩は 2015 年
の WADA 規則改訂で追加されたものであり，ドーピ
ング関連行為の広がりに対処しようとしていることが
分かる。また，サポートスタッフ（アントラージュ）
の義務として，21 条 2 項が別途定められており，
2015 年改訂において，「サポートスタッフが過去 10
年間の間に，アンチ・ドーピング規則違反を行った
旨，非署名当事者により認定された決定があれば，そ
れを，その国内アンチ・ドーピング機関及び国際競技
連盟に開示すること。」（4 号），「アンチ・ドーピング
規則違反についてドーピング調査を実施するアンチ・
ドーピング機関に協力すること。」（5 号），「サポート
スタッフは，正当な理由なく禁止物質又は禁止方法を
使用し，又は，保有しないものとする。」（6 号）が追
加されたことも，ドーピング関連行為の広がりへの対
応を示している（17）。
　競技者以外も対象となるようなドーピング違反行為
は，検体検査と競技者からの聞き取りだけでは，違反
を確定することが難しい。他国の NADO や，国内外
の税関・警察といった他の行政機関からの情報収集も
重要になる。これに伴って，データの流れは複雑にな
り，取扱いについての問題は国際的な側面を強く有す
るようになるというわけである。
　WADA 規定は，一般的な原則として「アンチ・
ドーピング機関は，本規程及び国際基準（特に『プラ
イバシー及び個人情報の保護に関する国際基準』（18）を
含む。）に従い，かつ適用されうる法を遵守して，
各々のアンチ・ドーピング活動を遂行するために必要
かつ適切である場合には，競技者その他の人に関する
個人情報を収集し，保管し，加工し，又は，開示する
ことができる。」としている（14 条 6 項）。他方，

「WADA は，ドーピング・コントロールにおける検
査のデータ及び結果（特に，国際レベルの競技者及び
国内レベルの競技者のためのアスリート・バイオロジ
カル・パスポートのデータ並びに検査対象者登録リス
トに含まれる競技者の居場所情報を含む。）に関する
クリアリングハウスの中枢としての役割を果たすもの
とする。複数のアンチ・ドーピング機関による検査配
分計画の調整を促進すると共に，不要な検査重複を回
避 す る た め に， 各 ア ン チ・ ド ー ピ ン グ 機 関 は，
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ADAMS その他 WADA の承認するシステムを使用
して，当該競技者に関する競技会（時）検査及び競技
会外の検査の内容を，検査実施後，可及的速やかにク
リアリングハウスたる WADA に対して報告するもの
とする。当該情報は，必要に応じて，該当規則に従
い，競技者，国内アンチ・ドーピング機関及び国際競
技連盟，並びに競技者に対して検査権限を有するその
他アンチ・ドーピング機関に利用可能なものとされ
る。」「ドーピング・コントロールにおける検査のデー
タ及び結果管理の決定のクリアリングハウスとして機
能することを可能にするため，WADA は，データプ
ライバシーの原則を反映したデータベース管理ツール
である ADAMS（19）を開発した。とりわけ，WADA
は，WADA 及び ADAMS を使用する他の機関に適
用されるデータ機密性に関する制定法及び規範と適合
するよう，ADAMS を開発してきた。競技者，サポー
トスタッフ又はその他のアンチ・ドーピング活動に関
与する人に関係するプライバシー情報は，カナダのプ
ライバシーに関する当局の監督を受け，機密情報とし
て，『プライバシー及び個人情報の保護に関する国際
基準』に従って，WADA により保持される。」（14 条
5 項）とされており，ドーピング違反行為に関する
データは，WADA に集約されることが想定されてい
る。この集約については，ドーピング防止活動推進法
15 条 1 項が想定する情報の共有に当然に含まれるが，
他方で，同条項は個人情報保護法制との関係で情報の
共有を合法化する効果を有しているわけではないの
で，本人の同意等，何らかのスキーム構築が必要に
なる。

　（2）　JADA規定
　WADA 規定を受けて制定されている JADA 規定
も，WADA 規定と同じドーピング違反行為を禁止し
ている（JADA 規定 2 条各項）。居場所情報に関して，

「競技者に関する居場所情報は，WADA 及び当該競
技者を検査する権限を有する他のアンチ・ドーピング
機関と（ADAMS を通して）共有され，常に厳格に
機密として保持され，世界規程第 5.6 項に定める目的
のみのために使用され，これらの目的のためにもはや
不要となった場合には『プライバシー及び個人情報の
保護に関する国際基準』に従い破棄されるものとす
る。」（5 条 6 項 5 号）とする規定も，WADA 規定と
平仄が合っている。問題は，「JADA は，世界規程，

国際基準（特に『プライバシー及び個人情報の保護に
関する国際基準』を含む。）及び本規程に従い，各々
のアンチ・ドーピング活動を遂行するのに必要かつ適
切である場合には，競技者その他の人に関する個人情
報を収集し，保管し，加工し，又は，開示することが
できる。」とする 14 条 6 項 1 号と，「本規程に従い，
情報（個人的データを含む。）を人に提出する参加者
は，『プライバシー及び個人情報の保護に関する国際
基準』その他本規程を実施する上で必要であるところ
に従い，当該情報が当該人により収集，処理，開示及
び使用されうる旨，適用のあるデータ保護法等に基づ
き，同意したものとみなされるものとする。」とする
14 条 6 項 2 号である。すでに詳述してきたとおり，
JADA 規定はあくまで私法的な規範の一部を構成し
得るに過ぎず，特に「同意したものとみなされるもの
とする。」との規定ぶりが法的に許されるかについて
は検討が必要である。より具体的には，次章におい
て，具体的な規定とともに検討することにする。
　なお，ドーピング防止活動推進法 15 条 1 項におけ
る情報の共有が法的根拠にならない点は WADA 規定
の解説でも説明したとおりである。

4�．アンチ・ドーピングに関するデータの取扱い
の具体例

　以下では，具体的な規定及びケースを参照しつつ，
これまで検討してきた規範との関係でドーピングに関
するデータの取扱いについてどのように法的に整理さ
れるかをみる。

　（1）　アンチ・ドーピングに関する契約条項
　ここでは，国民体育大会のドーピング検査同意書（20）

における条項を参照する。同同意書には，「私は，国
民体育大会への参加にあたり，公益財団法人日本アン
チ・ドーピング機構ウェブサイトにおいてドーピング
検査手続き，規則，注意事項等を熟読，理解し，以下
のことに同意します。①参加する大会の実施要項総則
及び日本アンチ・ドーピング規程を遵守し，ドーピン
グ検査を受けること　②アンチ・ドーピング規則に違
反した場合，『国民体育大会における違反に対する処
分に関する規程』に従うこと，また処分や裁定の内容
に不服の場合，公益財団法人日本スポーツ仲裁機構に
仲裁を付託し，その判断に従うこと」とある。なお，
名宛人は「公益財団法人日本スポーツ協会　御中」で
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ある。アンチ・ドーピングに関するデータの取扱いに
ついては特段の記載はない。
　この条項をどのように解したらよいか。まず，国民
体育大会における個人情報の保有者が曖昧であるとい
う問題が生じる。前述のとおり，「国民体育大会アン
チ・ドーピング活動に関するガイドライン」では
JADA が検査をすることが定められており，ドーピ
ング検査同意書に付属する「国民体育大会競技会検査

（ICT）実施要項」でも記載ぶりは同様である。ここ
では，同意書の名宛人が公益財団法人日本スポーツ協
会となっていることから，個人情報の保有者は民間事
業者たる同協会であり，JADA は検査について委託
されていると考えるのが素直であろう（21）。
　次に，契約条項の内容を検討する。JADA 規定の
遵守をその内容に含むことから，JADA 規定に従っ
たデータの取扱いについての同意があるということに
なる。JADA 規定では，個人情報を含むデータの取
扱いについて，WADA 規定及び「プライバシー及び
個人情報の保護に関する国際基準」に従うとしており

（JADA 規定 14 条 6 項 1 号），「各々のアンチ・ドー
ピング活動を遂行するのに必要かつ適切である場合に
は，競技者その他の人に関する個人情報を収集し，保
管し，加工し，又は，開示することができる。」とさ
れる（同号）。ここで，「開示」が含まれていることに
注意が必要である。JADA 規定は個人情報保護法制
でいう第三者提供を当然に想定しているが，その具体
的な提供先を明らかにしていない。WADA 規定 14
条 5 項 に 基 づ く WADA へ の 個 人 情 報 の 提 供 は，
JADA 規定が WADA 規定を引いているところから含
まれると考えられ，他方で，「プライバシー及び個人
情報の保護に関する国際基準」8 条 1 項は，「アンチ・
ドーピング機関は，個人情報を他のアンチ・ドーピン
グ機関に対して開示しないものとする。但し，当該開
示が，個人情報を受領するアンチ・ドーピング機関に
よる世界規程に基づく義務の履行，並びに適用のある
プライバシー及びデータ保護に関する法令に従った義
務の履行を可能とするために必要である場合にはこの
限りではない。」としており，一見，他国の NADO
への（直接の）提供は本条項で禁止されているように
見える。ところが，同条項の解説では，「［第 8.1 項の
解説：世界規程により要請される多くの場合におい
て，アンチ・ドーピング機関は，世界規程における義
務事項である検査を実施するために，参加者に関連す

る特定の個人情報を他のアンチ・ドーピング機関との
間で共有する必要がある。例えば，かかる必要性は，
競技者に競技会（時）検査及び競技会外の検査を実施
するために生じうる。かかる場合において，参加者が
かかる検査に参加するときに，当該参加者に対して適
切な透明性が維持されていること，並びに本国際基準
及び適用法令に定められた規則を遵守していることを
確保するために，アンチ・ドーピング機関は相互に協
力するものとする。］」とされており，結局，他国の
NADO への第三者提供についても包括的に認めてい
るようである。また，アンチ・ドーピングに関する
データの取扱いにおける利用目的は，日本スポーツ協
会が「アンチ・ドーピング活動を遂行する」ことであ
り，その範囲に限られるということになろう。
　ここでは，WADA 及び他国の NADO への個人情
報を含むデータの第三者提供について，契約条項で同
意を取ることについての適切さの問題があるほか（22），
民法第 548 条の 2 に定める定型取引（ある特定の者が
不特定多数の者を相手方として行う取引であって，そ
の内容の全部又は一部が画一的であることがその双方
にとって合理的なもの）に係る定型約款（定型取引に
おいて，契約の内容とすることを目的としてその特定
の者により準備された条項の総体）に該当する点か
ら，その成立及び変更の問題が生じる（同条 2 項，
548 条の 4）。「相手方の権利を制限し，又は相手方の
義務を加重する条項であって，その定型取引の態様及
びその実情並びに取引上の社会通念に照らして第 1 条
第 2 項に規定する基本原則に反して相手方の利益を一
方的に害すると認められるものについては，合意をし
なかったものとみなす。」とする 548 条の 2 第 2 項と
の関係で，WADA 及び他国の NADO への個人情報
を含むデータの第三者提供が公序良俗に反しない範囲
で あ る か の 評 価 が 行 わ れ る ほ か，JADA 規 定 や
WADA 規定が改訂された場合，定型約款準備者によ
る定型約款の一方的変更となるため，548 条の 4 への
適合性も問われる（もっとも，個別の競技会との関係
で，契約期間内の改訂は稀な事態ではあろう）。また，
消費者契約法等の消費者関係法令への適合性が問題に
なることもあろう。
　このような複雑な条項になってしまっていることか
ら明らかなように，アンチ・ドーピングに関する契約
条項は，競技者による正確な内容の把握は極めて困難
である。その条項の有効性を適切に担保しようとする
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のであれば，データの取扱いについては，図を用いた
説明等を併用することにより，適切に合意内容に含ま
れるような施策が望まれる。
　さらに，個人情報保護法改正法は個人情報保護法
24 条を改正し，外国にある第三者に対する同意に基
づく個人データの提供について，「個人情報保護委員
会規則で定めるところにより，あらかじめ，当該外国
における個人情報の保護に関する制度，当該第三者が
講ずる個人情報の保護のための措置その他当該本人に
参考となるべき情報」（改正後の 24 条 2 項）を本人に
事前に提供することを求める。WADA（スイスの民
間法人であるがカナダに所在する）及び他国の
NADO について「当該外国における個人情報の保護
に関する制度」をどのように情報提供するかについて
も備えが必要であろう。

　（2）　ドーピング違反認定のための情報収集
　日本スポーツ協会（（以下「協会」という。）から委
託を受けた JADA）が，検体検査以外について情報
収集する場合にはどのような流れが想定されるか。他
国の NADO からの情報収集が可能であるかどうかは，
当該 NADO と競技者の契約関係によることになる。
つまり，前項で解説したような，我が国から見た他国
の NADO や WADA への提供への同意に関する条項
の有効性が，他国の協議会に参加した際の契約におい
て問われることとなる。ここで，ドーピング違反行為
は禁止薬物についての刑事捜査や，税関における手続
と重なる部分があるところ，税関や警察といった行政
機関からの情報収集は可能か。この点は，前述したと
おり，文部科学大臣（スポーツ庁）からの情報の照会
等に応じて関係行政機関が情報を提供することが，
ドーピング防止活動推進法 15 条 1 項で想定されてい
る。つまり，協会が直接税関や警察から情報収集を行
うのではなく，文部科学大臣が一度情報収集を行った
うえで，協会に個人情報を含む情報を提供するという
流れが想定される。この場合の文部科学大臣→協会へ
の提供は，目的内の外部提供（行政機関個人情報保護
法 8 条 1 項）とされ得るであろうし，ドーピング通報
窓口としての役割を有している JSC が介在する（文
部科学大臣→ JSC →協会）こともあり得よう。この
場合も目的内の外部提供（独立行政法人等個人情報保
護法 9 条 1 項）と整理され得る（23）。

5．結語
　アンチ・ドーピングにおけるデータの取扱いについ
て，私法・公法に渡る複雑な制度を解説してきた。具
体例の検討を通じ，運用について問題点が存在するこ
とも把握されたであろう。ドーピング違反の該当性に
関する判断は，競技者の競技人生に決定的な影響を与
えるものであるから，データの取扱いについても細心
の注意が必要になる。競技大会ごとに適切なスキーム
が構築され，競技者等への適切な説明，情報提供を備
えた運用がなされることが求められる。
 以上
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